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別紙３ 地区計画の内容（予定）  

 

 

１ 地区計画の目標・方針等 

（１）地区計画の目標及び土地利用に関する基本方針 

「横浜市都市計画マスタープラン全体構想」の内容をふまえ、地区計画の目標や土地利用の基

本方針等を地区計画で定める予定です。 

 

 

＜「横浜市都市計画マスタープラン全体構想」より抜粋＞ 

第２章 都市づくりの現況と 2025（平成 37）年に向けた課題 

４ 2025（平成 37）年に向けた都市づくりの課題 

④計画的・効率的な土地利用と地域まちづくり 

都心部、臨海部、都心や臨海部の周辺、郊外部など、それぞれの地域の現状や特性に 

応じるとともに、都市基盤などの整備に合わせたバランスとめりはりのある土地利用 

を誘導する必要があります。 

 

第４章 部門別の方針 

４－２ 都市デザイン及び創造都市の取り組みによる魅力向上の方針 

(２) 臨海部の水辺空間を活かした魅力向上 

① 市民に開放された水辺空間の形成 

市民に水辺空間を開放するなど、親しまれるオープンスペース形成を目指します。 

② 水辺における多様な活動の推進 

市民が水に親しみ楽しめる、また水辺が市民の足として活用されるような環境を整え 

るとともに、にぎわいの創出につながるような水辺空間の活性化策について実用化に 

向けた実験的な取組を行います。 

 

５－２ 都心部の競争力向上及び活力を支える産業基盤強化の方針 

(３) 国際競争力強化と産業イノベーションを支える交通基盤等の構築 

④ 市場の再編と機能強化 

中央卸売市場は、横浜市民へ迅速かつ安定的に生鮮食料品を供給する流通拠点として 

の役割を担っており、卸売業者をはじめ多くの市場関係者が事業を行っています。 

今後は、流通の変化や消費者等の食の安全・安心へのニーズに対応するため、本場 

を改修整備します。一方、南部市場は、本場を補完する加工・配送、流通の場として 

転換を図るなど、市場の再編・機能強化を推進します。 

 

 

  



（２）公共施設等の整備の方針 

地区計画の目標を達成するため、以下に示す内容の公共施設等の配置及び規模を定める予定で

す。事業者は、地区計画に定められた公共施設等の整備を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （公共施設等の位置づけ） 

   広場１：地区の玄関口、金沢シーサイドラインやバス利用者等の歩行空間や滞留が可能な空間 

   広場２：来街者の憩いの場として、海が見渡せ開放的な水辺の景色を楽しむことができる空間 

   広場３：地区内のにぎわい創出の拠点として活気のある多目的な利用を可能とする空間 

   歩行者用通路：国道 357 号から広場３を経由し広場２に至る、歩行者・自動車の双方の安全性 

に配慮した通路 

   緑地：受変電設備の周辺について良好な環境形成と景観等の配慮のための緑化 

凡例 

 
地区計画・開発整備促進区・地区整備計画の区域 

 誘導すべき用途に供する特定大規模建築物の敷地として

利用すべき土地の区域 

主要な公共施設の配置及び規模 

 広場１ 面積 約 600 ㎡ 

 広場２ 面積 約 650 ㎡ 

地区施設の配置及び規模 

 広場３ 面積 約 800 ㎡（一部非青空） 

 歩行者用通路 幅員 3.0ｍ 延長約 200m（一部非青空） 

 緑地 面積 約 300 ㎡ 



２ 開発整備促進区 

地区計画では、都市計画法第 12 条の 5第 4項に基づく「開発整備促進区」を定める予定です。こ

れにより、工業地域では立地が制限されている、床面積の合計が１万㎡を超える物販店舗、飲食

店等の建築が可能となる予定です。 

 

３ 地区整備計画 

（１）地区施設の配置及び規模 

１（２）を参照してください。 

   広場３と歩行者用通路が同一平面で重複する場合は、重複する部分を広場３の面積に含めるこ

とはできません。なお、歩行者用通路は国道 357 号から広場２に至る最短の位置を表示したも

のですので、本事業の目的や地区計画の方針等を踏まえた建築物及び歩行者用通路等の整備を

行ってください。 

 

（２）劇場、店舗、飲食店その他これらに類する用途のうち当該区域において誘導すべき用途 

誘導すべき用途として、「店舗、飲食店、展示場、遊技場（マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場

その他これらに類するもの及びカラオケボックスその他これに類するものを除く。）、劇場、映

画館、演芸場及び観覧場」を定める予定です。 

 

（３）建築物の用途の制限 

制限を行う用途は以下の内容を予定しています。 

・住宅  

・共同住宅、寄宿舎又は下宿  

・神社、寺院、教会その他これらに類するもの  

・老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの 

・老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの 

・自動車教習所 

・畜舎（店舗に附属するものを除く。） 

・マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類する

もの 

・カラオケボックスその他これに類するもの 

・倉庫業を営む倉庫 

・建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）別表第２（り）項第３号及び（ぬ）項第１号に掲げる

工場 

・危険物の貯蔵又は処理に供するもの（自己の使用に供するものを除く。） 

 

（４）壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地の境界線までの距離は 10m 以上（公共用歩廊、 

公共用歩廊に昇降するためのエスカレーター、エレベーター、階段、スロープを除く）とする 

予定です。 

 



（５）建築物等の形態意匠の制限 

建築物や屋外広告物等の形態意匠の制限については、周辺環境に配慮した制限を予定していま 

す。 

 

（６）建築物の緑化率の最低限度 

建築物の緑化率の最低限度を 12％とする予定です。 

 

４ 地区計画条例への位置づけについて 

３で求める制限内容を担保するため、地区計画の策定の都市計画手続き後に、制限内容を「横浜

市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例」に定める予定です。 
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